
平成１８事業年度財務諸表について

今般、平成１８事業年度の財務諸表が文部科学大臣の承認を受けましたので、公表いた

します。

財務諸表は、企業会計原則に基づきつつ、国立大学法人固有の会計処理を加味した「国

立大学法人会計基準及び国立大学法人会計基準注解並びに国立大学法人会計基準に関する

実務指針」に従って作成しています。なお、これらの基準の一部改訂により、今年度は会

計方針や財務諸表附属明細書の様式を一部変更しております。

財政状態全般については、貸借対照表に記載しておりますが、有形・無形固定資産が減

価償却の進捗により、前年度期末残高から約１億６千万円減少しています。

また、同じく資本剰余金についても損益外減価償却の進捗により、約１億４千万円減少

しています。

運営状況については、損益計算書によると、経常費用合計約２７億５千万円、経常収益

合計約２８億２千万円、経常利益は約７千万円となっており、これに前事業年度以前の目

的積立金の取崩額を含め、当期総利益は約９千万円となっております。

この利益は、主に人件費の抑制等効率的な事業の実施による経費の削減によるもので、

今後、文部科学大臣の繰越承認を受けたのち、教育・研究の質の向上等に充てる「教育研

究積立金」として積み立て、平成１９年度以降に使用することが可能となります。

国立大学法人を取り巻く財政状況は、１８歳人口の減少による受験生の減少や、毎年課

されている効率化係数△１％など、非常に厳しい状況に置かれています。このような状況

において、教育・研究・地域貢献といった本学の果たすべき役割をしっかり成し遂げ、よ

り一層の改革と活性化に努めてまいりますので、今後とも何卒ご理解とご支援を賜ります

ようお願いいたします。

国立大学法人小樽商科大学

理事（総務・財務担当副学長） 山本眞樹夫
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　　（単位：千円）
資産の部 負債の部

Ⅰ　固定資産 Ⅰ　固定負債

1 有形固定資産 資産見返負債

土地 1,619,300 資産見返運営費交付金等 139,106

建物 2,367,222 資産見返寄付金 23,860

減価償却累計額 △ 315,877 2,051,345 資産見返物品受贈額 1,925,562 2,088,529

構築物 199,652 長期未払金 138,505

減価償却累計額 △ 39,722 159,929 引当金

工具器具備品 453,644 　 退職給付引当金 791

減価償却累計額 △ 174,592 279,051    認証評価費引当金 1,060 1,851

図書 1,976,502

美術品・収蔵品 27,892 固定負債合計 2,228,886

船舶 4,950

減価償却累計額 △ 4,949 0 Ⅱ　流動負債

車両運搬具 2,550 運営費交付金債務 308,822

減価償却累計額 △ 1,530 1,020 預り補助金等 33

寄附金債務 27,310

前受受託研究費等 600

有形固定資産合計 6,115,041 前受金 103,466

預り科学研究費補助金 3,695

預り金 15,004

未払金 179,732

2 無形固定資産 未払費用 7,976

ソフトウェア 23,030 未払消費税等 1,588

1,625

流動負債合計 648,231

無形固定資産合計 24,655

負債合計 2,877,117

3 投資その他の資産

投資有価証券 399,992

その他資産 20 資本の部

Ⅰ　資本金

投資その他の資産合計 400,012 政府出資金 3,692,763

資本金合計 3,692,763

固定資産合計 6,539,710 Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 494,348

損益外減価償却累計額（－） △ 442,553

Ⅱ　流動資産 損益外減損損失累計額（－） △ 1,500

現金及び預金 337,405 資本剰余金合計 50,295

未収学生納付金収入 17,751 Ⅲ　利益剰余金

徴収不能引当金 △ 563 17,188 教育研究積立金 145,486

未収入金 25 積立金 40,496

前払費用 1,776 当期未処分利益 93,782

仮払金 3,192 　　　　（うち当期総利益　　93,782）

立替金 643 利益剰余金合計 279,766

流動資産合計 360,232 資本合計 4,022,824

資産合計 6,899,942 負債資本合計 6,899,942

注）　運営費交付金にて財源措置されている退職給付の見積額は1,796,161千円です。

貸　借　対　照　表

(平成19年3月31日)

電話加入権
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（単位：千円）
経常費用

業務費
276,542
119,186
161,524
71,059
8,744

49,000
1,340,884

556,088 2,583,031
一般管理費 165,569
財務費用

2,669

経常費用合計 2,751,270

経常収益
1,262,622
1,195,614

158,371
30,650

774
68,326
4,500
4,725

23,331
   補助金収益 5,273

21,986

　　　　資産見返運営費交付金等戻入 15,325
1,912

　　　　資産見返物品受贈額戻入 3,444 20,681

368
　　　　有価証券利息 1,700

11,936
660
585
577

9,423 23,182

経常収益合計 2,822,111

経常利益 70,840

当期純利益 70,840
目的積立金取崩額 22,942
当期総利益 93,782

損　益　計　算　書
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

        役員人件費

         受取利息

   運営費交付金収益
   授業料収益
   入学金収益
   検定料収益

        教育経費
        研究経費

        支払利息

        教育研究支援経費
        受託研究費

        教員人件費
        職員人件費

　　 　受託事業費

　　　　雑益

   雑益

   寄附金収益

　 資産見返負債戻入

　　　　講習料収入

　 財務収益

         資産見返寄附金戻入

　 施設費収益

         財産貸付料収入

　 国又は地方公共団体からの受託事業等収益

　 公開講座収益

　　　　手数料収入
　　　　物品等売払収入

　 国又は地方公共団体以外からの受託研究等収益

　 国又は地方公共団体以外からの受託事業等収益
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（単位：千円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 1,979,437
その他の業務支出 △ 652,181
運営費交付金収入 1,392,172
授業料収入 1,156,469
入学金収入 161,050
検定料収入 30,650
受託研究等収入 68,927
受託事業等収入 9,225
補助金等収入 5,307
寄附金収入 25,391
その他収入 27,653

小計 245,227
業務活動によるキャッシュ・フロー 245,227

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 399,992
定期預金等の払戻による収入 340,000
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 245,923
施設費による収入 29,125

小計 △ 276,791
利息及び配当金の受取額 2,068

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 274,722

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
ファイナンスリース債務返済による支出 △ 55,431

小計 △ 55,431
利息の支払額 △ 2,669

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,101

Ⅳ 資金に係る換算差額 -                   
Ⅴ 資金増加額（又は減少額) △ 87,596
Ⅵ 資金期首残高 355,001
Ⅶ 資金期末残高 267,405

キャッシュ・フロー計算書
（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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（単位：千円）

Ⅰ 当期未処分利益 93,782

当期総利益 93,782

Ⅱ 利益処分額

　　積立金 0

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第3項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額
教育研究積立金 93,782 93,782 93,782

（平成１９年１２月２８日）
利益の処分に関する書類
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（単位：千円）
Ⅰ 業務費用

（１） 損益計算書上の費用
業務費 2,583,031
一般管理費 165,569
財務費用 2,669

（２） （控除） 自己収入等
授業料収益 △ 1,195,614
入学金収益 △ 158,371
検定料収益 △ 30,650

△ 774
受託研究等収益 △ 68,326

△ 9,225
寄附金収益 △ 23,331

△ 7,004
△ 1,912
△ 2,068

雑益 △ 20,632 △ 1,517,913
業務費用合計 1,233,356

Ⅱ 損益外減価償却相当額 147,410

Ⅲ 損益外減損損失相当額 1,500

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 182,704

Ⅴ 機会費用
政府出資の機会費用 62,909 62,909

Ⅵ    (控除）国庫納付額 -                 

Ⅶ 国立大学法人等業務実施コスト 1,627,882

注）　資産見返運営費交付金等戻入は、授業料を財源として購入した固定資産に係るものです。

　　財務収益
　  資産見返寄附金戻入

　　受託事業等収益

　  資産見返運営費交付金等戻入

国立大学法人等業務実施コスト計算書
　　（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

2,751,270

　　公開講座収益
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重要な会計方針 

 

1. 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
原則として期間進行基準を採用しています。 

 なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特別教育研究経費」、「特

殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い

成果進行基準あるいは費用進行基準を採用しています。 
 

2. 減価償却の会計処理方法 
(1) 有形固定資産 
定額法を採用しています。 
 耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準にしていますが、主な資産

の耐用年数は以下のとおりです。 
建  物        ２年～５０年 
構 築 物      ２年～５０年 
工具器具備品    ２年～１０年 
 また、特定の償却資産（国立大学法人等会計基準第８３）の減価償却相当額に

ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 
 なお、国から承継した償却資産については見積耐用年数で、受託研究等を財源

として取得した償却資産については当該受託等期間で減価償却しています。 
 

(2) 無形固定資産 
定額法を採用しています。 

 なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいています。 
 

3. 引当金の計上基準 
(1) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

 運営費交付金により財源措置がなされない職員の退職給付に備えるため、当期

末における自己都合要支給額に基づき計上しています。また、国立大学法人等業

務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、運営費交付金にて財

源措置される期末在職者にかかる自己都合要支給額の当期増加額から、運営費交

付金にて財源措置された当期退職者にかかる退職給付費用を控除し算定していま

す。 
 

(2) 徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。 

 

(3) 認証評価に係る引当金の計上基準 

 大学機関別認証評価に伴う費用のうち、運営費交付金にて財源措置される部

分を除き計上しています。 

 
4. 有価証券の評価基準及び評価方法 
   満期保有目的である債券については、償却原価法（定額法）を採用しています。 
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5. 国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

 日本相互証券が公表する第２８５回国債の平成１９年３月３０日利回り終値１．６

５０％を参考に計算しています。 

 

6. リース取引の会計処理方法 
 リース料総額が３，０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

7. 消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

8. 財務諸表の表示単位 
 財務諸表は、千円未満切捨てにより作成しています。 
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注 記 事 項 

 

 

（会計方針の変更） 

1. 当事業年度より、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準「固定資産の減損に係

る国立大学法人会計基準の設定及び国立大学法人会計基準の改訂について」（国立大学法

人会計基準等検討会議 平成１７年１２月２２日）及び「「固定資産の減損に係る国立大

学法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準注解」に関する実務

指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成１９年３月１日）を適用しています。こ

れにより資本剰余金が１，５００千円減少しています。 

 

（キャッシュフロー計算書関係） 

1. 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 （単位：千円） 
  現金及び預金                    ３３７，４０５ 
  定期預金                      △ ７０，０００ 
  資金期末残高                ２６７，４０５ 
 

 

2. 重要な非資金取引 
 ファイナンス・リースによる資産の取得 

  工具器具備品           １３，７４８ 

 

（固定資産の減損関係） 
1. 減損を認識した固定資産に関する事項 
 （１）電話加入権 

①用途（電話加入権）、種類（電話加入権）、場所（小樽市緑 3丁目） 

 帳簿価額(3,126千円） 

②経緯（市場価格が著しく下落し、回収可能サービス価額が、簿価を下回って 

いるため） 

③減損額（損失処理額 －、損益外処理額 電話加入権 1,500千円） 

④回収可能サービス価額は、使用価値相当額が正味売却可能価額を上回るため、使 

用価値相当額を採用しています。使用価値相当額は、ＮＴＴの公定価格を採用し 

ています。 




